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＜コラム１ 主体的な構造変化の必要性 -豊かさの維持をめざして-＞ 

 

あおもり創生パートナーズ株式会社 取締役 松田 英嗣 

 

青森県の人口減少が叫ばれて久しい。2020年国勢調査によると本県人口は124万人だが、そのピークは1983

年の 153万人であった。つまり、この 37年間で青森県民 29万人が失われたということであり、その失われ

た人口規模の大きさを改めて考えざるを得ない。そして、今後も人口減少は止まらず、国立社会保障・人口問

題研究所の将来人口推計によると、2045年には本県人口は82万人にまで減少すると試算されている。 

人口規模は消費額や生産額を決定する大きなファクターであることから、人口減少は経済規模の縮小を招

く。ただ人口減少を、豊かさの指標である１人当たり県民所得(＝県民所得/人口)の視点でみると、県民所得

と人口が同等に減少するのならば、１人当たり県民所得に変化は起こらない。これは、人口が減っても豊かさ

の実感は変わらないことを意味する。 

ここで問題となるのは、人口構成の変質である。本県では、人口減少と少子高齢化が同時進行するなかで、

県総人口の減少を上回るスピードで 15 歳から 64 歳までの生産年齢人口が細っている。働き手や消費の主役

であるこの年代人口の減少は需要・供給双方に減少圧力となり、結果として人口減少を上回るスピードで県

民所得が細っていく可能性を示唆している。つまり、生産年齢人口の減少は、１人当たり県民所得の減少を招

き、県民の経済的な豊かさの実感をも減少させる。１人当たり県民所得を生産面から要因分解すると、以下の

通りとなる。 

 

ここでいう労働生産性とは就業者 1 人が生み出す付加価値額を、県内就業率とは県内が働く場として選ば

れるかどうかを、県民分配率は特に県外から稼ぐ力の大きさを示す。 

一般的な言葉に置き換えると、県外から稼げる産業群はその得意分野をより一層磨き、雇用の受皿となる産

業群は魅力的な雇用条件を整えるとともに効率的な事業展開で生産性の向上を図り、就業者は自己の生産性

向上に向け研鑽に励む――こうした動きを加速させる一連の施策が、1 人当たり県民所得の向上に寄与する。

働き手も雇用側も政策担当側も相応の覚悟と頑張りが期待される所以である。それぞれの経済主体が持ち場、

立場に応じて、主体的にこうした構造変化を模索することが、全体最適の流れにつながり、結果として1人当

たりの県民所得を維持・向上させることに直結する。 

本県において、いわゆる外貨を恒常的に稼いでいる産業は、農業・漁業などの一次産業や観光関連産業であ

るが、いずれも労働集約的な性格を有しており、人口減少下の少子高齢化という逆風を正面から受けている。

一次産業、観光関連産業ともに本県の得意分野であり、ＩＴの力を最大限活用するなど省力化の動きを加速

させ高付加価値な商品・サービスを現実のものにしていくことが喫緊の地域課題であろう。その際、地元ＩＴ

産業や地元製造業など地域をよく知る事業者によるオーダーメイドの解決手段を使うことが望ましい。それ

により、地域全体の競争力の向上につながり、1人当たりの県民所得を維持・向上にも大きく寄与する。 

現在、パンデミックにより多くの事業者・働き手・政策担当者は、有無を言わせず変化を求められている。

この環境変化をテコとし一気に構造変化に向かいたい。 

 

(１人当たり県民所得) ＝ (労働生産性） × （県内就業率） × (県民分配率）

県民所得 県内総生産 県内就業者数 県民所得
人口 県内就業者数 人口 県内総生産

＝ × ×
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以上のように、新型コロナの感染拡大により求められた「新しい生活様式」の実践は、人流、家

計消費、働き方と私たちの生活を大きく変化させました。この行動変容に伴って生まれた需要と供

給の変化は、経済活動においても様々な影響を与えることになります。次節からは、経済への影響

についてみていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行動変容 需要側の変化 供給側の変化（対策）
＋ 対応商品の売上増 デリバリーやテイクアウト対応、通販の

導入
－ 飲食業の売上減 デリバリーやテイクアウト対応、流通の

停滞
＋ 新たな市場開拓、データ通信量の

増大による売上増
コンテンツのデジタル化、通信インフラ
（データセンター等）の能力増強

－ ＴＶ等従来型媒体への需要減 オンライン配信の強化
＋ 対応商品の売上増 対応商品に係る新商品開発
－ オフライン活動の減少 音楽ライブ配信などオンライン化

＋ 対応商品の売上増 Ｅ-ラーニングなどの普及
－ オフライン活動の減少、紙媒体の

減少
教育現場のオンライン化

＋ 対応商品の売上増 対応商品、関連サービスの導入、サービ
スのオンライン提供

－ オフライン活動の減少、ジムなど
の利用減、外出自粛による病院受
診頻度の低下

病院診療やトレーニングのオンライン化

＋ 情報通信機器の売り上げ増 ＳＮＳなどのオンライン広報強化

－ 交通関連の売上減少 リモートワークの場所提供
＋ レジ業務の簡素化による従業員の

負担減
キャッシュレス対応や無人店舗の増加

－ キャッシュレス利用に係る手数料
の発生、高齢者への対応

商品の値上げ、操作方法が不慣れな人へ
の対応

＋ マイクロツーリズムに対する新た
な需要

新たな旅行プラン（近距離、少人数）の
造成、セルフチェックインなど感染予防
の設備投資

－ 旅行、交通の売上減少 オンライン観光などを用いたコロナ収束
後の旅行機運醸成、施設や車内の感染予
防対策

＋ 地方の関係人口増加 ビジネスの市場拡大、人材確保機会の増
加、ネットワーク環境の整備

－ 首都圏からの人口流出 マーケット分散に対する対応
＋ 対応商品の売上増 供給不足に対する生産ラインの強化
－ 事務所内の感染症対策強化 感染対策に向けた設備の更新

＋ 対応商品の売上増 供給不足に対する生産ラインの維持、ワ
クチン接種者への特典サービス

－ 受付従業者の負担増、従業員の体
調管理の強化

自動体温測定器の導入、テレワークなど
柔軟な働き方の対応

※記載のものは、あくまで想定される一例です。
県統計分析課において作成

供給側への影響

巣
ご
も
り
・
ス
テ
イ
ホ
ー

ム

在宅時間の増加

内食・中食、通信販売、住宅環境へ
の投資などの巣ごもり需要増

ネット利用時間の増加
動画配信サービスなどデジタルコン
テンツなどの需要増

趣味・娯楽時間の増加

家電、ゲーム、ＤＩＹ、音楽、映画
など少人数または自宅で可能な趣
味・娯楽への需要増

学び・スキルアップ意
識の向上

ＰＣ、語学、資格、読書、オンライ
ン学習などへの需要増

健康意識の向上

健康食品、運動器具、サプリメント
への需要増

非
対
面
・
非
接
触

コミュニケーションの
遠隔化

テレワークやオンライン会議・商
談、リモート飲み会の機会増

キャッシュレス決済の
促進

クレジットカード、電子マネーなど
キャッシュレス決済への移行

移動の減少、密の回避

近距離旅行の需要増、遠距離旅行や
交通機関の利用減、キャンプ需要増
加

Ｕターンや移住の活発
化

新しい働き方(ワーケーション）や郊
外、地方移転の増加

感
染
対
策

手洗い・うがい、換
気、飛沫防止の徹底

衛生用品やマスク、空気洗浄機など
の需要増、消費者の感染防止意識の

体調管理の徹底

体温測定計や検査キットの需要増、
ワクチン接種の促進

表2-1-3 行動変容に伴う需要と供給の変化 
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〈コラム2 佐世保市の2つの地域商社 -自治体職員の定年退職後の起業事例-〉 

    弘前大学大学院 地域社会研究科 教授 佐々木純一郎 

 

 総務省のデータによれば、長崎県佐世保市は、2020年の「ふるさと納税」(ふるさと寄附)の受け

入れ件数と金額がともに長崎県内の自治体でトップに位置している(約11万件、20億8,990万円)。 

そこで2021年10月に、佐世保市の主要な地域商社である一般社団法人佐世保物産振興協会、そし

て民間企業である西九州させぼ地域商社にインタビュー調査を行った。一方の佐世保物産振興協会

は、ふるさと寄附の返礼品を取扱う立派なカタログを発行している。他方、西九州させぼ地域商社

は、元佐世保市役所職員が立ち上げ、佐世保物産振興協会の発行するカタログにも取扱商品を掲載

している。公的組織だけではカバーできない部分を、民間企業が補完し、役割分担ができている。 

 まず佐世保物産振興協会の概要について紹介したい。同協会は1976年任意団体として設立され、

2015年の法人化後、ふるさと納税を本格的に取り組んだという。主な事業は①物産展、見本市等の

開催および参加、②佐世保の物産販売所の設置および運営、③インターネットショッピングサイト

の運営、そして④佐世保物産振興に係る事業の受託である。この④に佐世保市ふるさと納税返礼品

発送管理および情報発信業務などがある。担当者によれば佐世保市のふるさと納税が活発な理由の

背景として、佐世保市の地域性があるという。それは地域外からのものを受け入れる開放的な性格

である。明治期に軍港が整備されるまでは寒村であり、比較的歴史が新しいといわれている。 

 次に西九州させぼ地域商社代表の森永博昭氏のインタビューから紹介したい。森永氏は定年まで

佐世保市役所に勤務し、企画分野や観光商工分野などで経験を積んできた。佐世保市は2つの国際

ターミナルを持つが、寄港するクルーズ船ではローコストのツアーが多く、地域への経済的利益が

還元されなかった。地域でお金を使ってもらう着地型観光コースがあれば、地域経済の活性化につ

ながる可能性があると思い、2019年4月に個人事業者として開業し、当初は旅行業を主たる事業と

位置付けていた。だが新型コロナウィルスが影響し、旅行商品から地域の特産品の販売へシフトし

た(2020 年決算時、無店舗小売業)。2020 年 4 月からカーネーションの販売に取り組んでいる。花

農家はこれまでＢtoＢのビジネスモデルだった。従来、単一の品種ごとに市場出荷していた。この

ように花市場を介した街の花屋が主要な販路であったが、コロナ禍により変容した。西九州させぼ

地域商社では複数種類、50本の箱詰めを個人客向けに商品化している。届ける地域により配送時間

が異なるため、配送伝票を届け日単位で仕分ける必要があり、農家では大変な作業量となる。プロ

モーションや配送管理等に手間がかかるので、同社がＢtoＣへの転換を支援している。ネット広告

でファンを獲得するだけでなく、顧客の声を生産者に届けることも重要である。 

 以上の佐世保市の事例から参考となるのは次の2点であろう。第一に、公的組織である佐世保物

産振興協会と、個人企業である西九州させぼ地域商社との補完関係が興味深い。また両者に共通す

るのは、佐世保市の開放的性格という背景要因であろう。第二に、西九州させぼ地域商社の経営者

が、佐世保市役所の勤務時代に経験したふるさと納税担当業務等をふまえ、定年後に起業している。

同様の経験を積んだ自治体職員による起業のロールモデルとなる可能性があると思われる。 

 

 *参考 佐々木純一郎(2022.3)「地域商社の事例研究: 株式会社チーム佐渡島、一般社団法人佐

世保物産振興協会、西九州させぼ地域商社、R*A BASE、株式会社ふじさきファーマーズLABO、そし

て有限会社ウミガメフーズ」、『弘前大学大学院地域社会研究科年報』第18号 
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性を上げるために、どうすればよいのでしょうか。 

 その方策の一つと考えられるのが、コロナ禍で加速しているデジタル化です。次章では、生産性

の向上についてデジタル化をキーワードとして、詳しくみていくこととします。 
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＜コラム3 コロナ禍における中小企業の動向について＞ 

 

                 青い森信用金庫 地域支援室長 川守田 康伸 

 

 新型コロナウイルス感染症の拡大により、ここ2年の間に私たちの生活は大きく変化した。今ま

でと違い制限しなければならないことが増え、不便を感じることが多くなったが、うまく付き合っ

ていかなければならないものと、頭を切り替え日々生活している。 

青森県内の中小企業についても同様に、事業活動の見直しなどが必要となるなど大きな影響を受

けている。特に観光、宿泊、飲食業への打撃が顕著である。第5波が落ち着き、以前のような事業

活動が行えるようになり、経済の回復が期待できると思った矢先、オミクロン株が猛威を振るい、

現在第6波の真っ只中にある。このようなコロナ禍において、今回の第2部ではアフターコロナに

おける新たなビジネスモデルの構築についてふれている。中小企業は、事業再構築補助金などを活

用し、別分野への進出や新しい商品、サービスの開発を行うなど、生き残りや業容拡大に向けて常

に努力をされている。 

ここでは青森県内の中小企業の動向について、昨年9月に弊庫で行った景気動向調査の結果に沿

ってお伝えしたい。雇用環境について、人手の状況を適性とする中小企業は55％超と半数以上。不

足は40％で、業種でみると建設業、サービス業、卸売業の順となっている。人材確保のために職場

環境改善へ向けて実施していることについては「人材育成」「賃金引上げ・労働生産性向上」「長時

間労働是正」などが上位で、多岐にわたる。生産性向上に向けた取り組みとして「働きやすい環境・

制度整備」「人材育成」「設備機器の導入」などが上位となった。この結果については信金中央金庫

地域・中小企業研究所で行った全国16,000先の中小企業調査とほぼ同じ傾向にある。人材育成や確

保のため、地域金融機関に求めることは「補助金・助成金の紹介」が最上位であるが、次いで「人

材の紹介・派遣」であった。これは人手不足のほかに、後継者不足や事業承継などの課題を持つ中

小企業が多く、そうしたニーズが非常に高まっている。現在は人材マッチングや副業人材などの仕

組みが構築されてきており、有効に活用し課題解決につなげていただきたい。 

 別の視点としては、2050年カーボンニュートラルという大きな目標に向けて、行政は脱炭素に向

けた中小企業への支援などを打ち出している。地方の中小企業は、今後さらに脱炭素を意識した取

り組みの強化が求められるであろう。大規模に脱炭素に取り組んでいる取引先企業からの要請など

もあり、自社電力の再生可能エネルギー化や事業用車両をＥＶへ切り替えるなど、少しずつではあ

るが脱炭素やＳＤＧｓに関わる取り組みを行っているとの声も聞くようになってきた。 

 こうした設備投資については、費用面や事業における優先順位などの課題が挙げられるが、少子

高齢化、生産人口減少の昨今、今後青森県を支えていく若者たちは、学校の授業などを通じ、ＳＤ

Ｇｓについて理解を深めている。そうした若者たちに、青森県に残り、地元のために働きたいと思

っていただくためにも、雇用する側である中小企業のＳＤＧｓに関わる取り組みは必要であり、使

命であると思う。また、そうした取り組みは、自社だけではなく、今後地域の持続的な発展をもた

らすものと考えている。 

中小企業の皆さまには、新型コロナウイルス感染症に負けず、常に未来を見据えて邁進していた

だきたい。そして我々地域金融機関も、課題解決に向けた情報提供などを積極的に行い、ともに青

森県経済を支えてまいりたい。 
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するなど、一事業者では困難なことに対し、地域全体で課題に取り組むという動きもみられてい

ます。 

また、宿泊施設では、繁忙期と閑散期で価格を変えることも多いですが、この作業を人力で行

うのは非常に煩雑です。全国的なホテルチェーンでは、宿泊価格を決定する際に、ＡＩを導入し、

競合ホテルの宿泊価格や空室数、イベントの数や想定動員数などをもとに1日ごとに最適な価格

を算出しているという例もみられています。 

 

(2)  観光地、宿泊施設×デジタル 

  コロナ禍における旅行では、非対面・非接触、密回避の感染症対策を前提とした受け入れが基

本となると考えられます。特に、外国人需要がまだ回復していないこの時期は、キャッシュレス

決済、オンライン予約などの導入が未だ進んでいない施設にとって、デジタル化に向けた環境整

備のチャンスともいえます。 

また、デジタル技術と観光資源を組み合わせるＶＲ(仮想現実)やＡＲ(拡張現実)を活用するこ

とにより、観光資源の高付加価値化も可能となります。近年のアウトドア・キャンプ需要の高ま

りに加え、コロナ禍におけるリモートワークの浸透により、旅先で仕事を行うワーケーションも

注目されていることから、Ｗi-Ｆｉの整備や利用可能なＰＣ関連機器の貸出などは、これまで以

上に需要が高まると考えられます。 

 

(3)  観光ＰＲ×デジタル 

新型コロナの影響により、遠方への移動が困難となったことから、デジタルを活用して旅行を体

験してもらうバーチャルツアーやオンライン観光といった新しい動きが、全国的に広がりました。

また、地域の自然や祭りなどを撮影した観光映像を動画配信サイトなどで配信することにより、旅

行マインドを喚起する取組も注目されています。 

ＳＮＳでの情報発信も、デジタル化の中では大きな訴求力を持ちます。このような動画配信サイ

トから関連商品を購入できるＥＣサイトに誘導するといった取組もあるものの、こうした取組だけ

では大きく外貨を稼ぐことは難しい形態です。 

やはり、観光関連産業は現地での旅行が主な収入源であり、県外客や外国人旅行客が往来できる

ようになった際に十分な対応がとれるよう、受入態勢の強化を行いながら、将来の需要に向けて観

光マインドの喚起をすることが重要であると考えられます。 

県は新型コロナで打撃を受ける観光産業の浮揚に向けた戦略「県観光回復実行プラン」の骨子案

を令和3年(2021年)に公表し、新型コロナで変化した観光マインドに対応したコンテンツ対策や誘

客対策に取り組むこととしています。令和3年(2021年)に世界文化遺産に登録された「北海道・北

東北の縄文遺跡群」という追い風もあり、また、引き続き密を回避する動きもあることから、自然

豊かな本県の観光はコロナ禍収束後の観光として馴染みも高く、優位性は高いものと考えられます。 

 

 以上のように、第3章ではコロナ禍で進捗しているデジタル化の流れ、またその技術を用いた各

分野のビジネスがどのように変わっていくのかについて取り上げてきました。次章では、具体的に

ＤＸを行うに当たり、どのような課題があるのか、また、その実現方法は何かについてみていきま

す。 
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＜コラム4 北海道・北東北の縄文遺跡群とこれからの青森県観光＞ 

 

                青森中央学院大学 教授 竹内紀人 

 

「北海道・北東北の縄文遺跡群」は、豊かな自然の恵みを受けながら1万年以上にわたり採集・漁労・狩猟

により定住した縄文時代の人々の生活と精神文化を今に伝える貴重な文化遺産として、2021年7月27日、世

界文化遺産に登録された。この縄文遺跡群は、集落や墓地、祭祀・儀礼の場である環状列石など、縄文時代の

生活実態を示す17の遺跡で構成されている。 

私たちは2年間にわたり、コロナ感染症から自由な人流を取り戻すことができずにいるが、観光関連事業者

の苦境が続く中、アフターコロナの地域観光に一筋の光をもたらすニュースであった。文化遺産や自然遺産

を利用する観光をヘリテージツーリズムと呼ぶが、この度の世界遺産認定は、アフターコロナの観光シーン

で北海道・北東北地域の広域観光推進をけん引する大きな力となることが期待されている。 

17の遺跡群を巡る魅力的なツアーが設定されれば、行程の隙間にフィットする素敵な宿泊所や、当地ならで

はの食事、乗るだけで楽しい交通機関、豊かな自然の恵みを満喫するアクティビティなど、既存の豊富な観光

資源を組み合わせることで、北海道・北東北の観光の可能性は大きく広がる。そのことは、とりもなおさず、

最も遺産の構成要素が多い青森県において、既存の観光資源の出番も多くなることを意味する。 

コロナ禍は、もともと存在したデジタル技術により、リモートでできることがたくさんあることを、改めて

証明する機会となり、デジタルコミュニケーションの訓練期間となった。私たちは、出掛けなくても対面と遜

色ない情報交換ができることや、まだ見ぬ人との関係性も、事前にお膳立てが可能であることを知った。そし

て間違いなく、この2年間、人は人と会う価値を身にしみて感じてきた。 

訪れたい風土、会いたい人、滞在したい環境等があれば、人はそこをデスティネーション（目的地）にして

くれる。目指すべき方向は、もとより青森県が標榜している、「住んでよし、訪れてよし」の青森県を実現し

ていくことに他ならない。 

「北海道・北東北の縄文遺跡群」が文化遺産として、現代に向け、さらには未来に放っているメッセージは、

先史時代より長きにわたり当地で育まれてきた「包摂性」と「サスティナビリティ」である。今でいうSDGｓ

につながる「誰も取り残さない、持続可能な社会」を、遺跡以外の豊かな自然資源、人文資源、社会資源、さ

らには無形資源としての「祭り」や「食」とともに体感していただき、さまざまな関係性を築きながら、何度

も繰り返し訪れていただくことが、縄文遺跡群を活用したこれからの青森県観光の基本だと考えればよい。 

ならば、私たちがコロナ収束後の反転攻勢に向け、まずしなければならないことは、縄文の高度な精神文化

を正しく理解し、現代のわれわれの実生活を「住んでよし、訪れてよし」の青森県に近づけていく覚悟を持つ

ことであろう。 

遺跡本体の保存や保護を万全にすることは当然だが、世界遺産活用の本質は、遺跡周りを整備することにあ

るのではない。「顕著な普遍的価値」を持つ文化を私たち自身が後世に伝承していくことだ。 

少ない人口でも、楽しく豊かに、助け合いながら生きていく社会を目指し、県外や国外から来る人の手を借

りながら、出来ることからコツコツと、高い精神性に基づく生活を再構築していくことだ。これは、観光関連

事業者や行政だけの仕事ではなく、地域住民の責務である。 

私たちは、縄文遺跡に人を呼ぶのではなく、縄文の末裔である私たちに会いに来ていただくのである。 
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おわりに 

 

令和2年(2020年)に始まった新型コロナの感染拡大は、感染者数の増減を繰り返しながら推移し

ており、本書執筆時点においてもその収束時期はいまだに見通せていません。 

感染拡大期間が2年を超え、この間、様々な制限も課されたことに伴い、人々の生活様式は大き

く様変わりしました。そして、企業の生産活動は世界的なサプライチェーンの断絶により停滞し、

移動の制限によりテレワークやオンライン会議などデジタル技術を活用した働き方も急速に拡大し

ました。 

これらの変化には一過性のものもあれば、今回をきっかけとしてこれまでのやり方と完全に置き

換わるものもあるでしょう。 

したがって、新型コロナの大きな波が収束した後、新型コロナの感染拡大前と全く同じ社会が戻

るとは言い難く、人々は否応なしにその変化に対応していかなければならないのです。 

 

これはコロナ禍において、それほど影響がみられなかった産業についても同様です。コロナ禍に

対応したビジネスモデルへの変革は世界的にも大きな流れとなっており、現状のまま、変革が進ま

ない企業は、これからの世界において取り残されてしまう危険性があります。たとえ、新型コロナ

の影響が少ないとしても、周りがそのような変革の最中にあることを経営者は考慮する必要があり

ます。そのためには、ただ感染収束を祈るだけではなく、感染収束後の新たな社会を見据え、着実

に対応する準備を進めていくことが必要になります。 

また、新型コロナの影に隠れて忘れてしまいがちですが、人口減少への対応も忘れることはでき

ません。少子高齢化が進み、死亡者が出生者を上回ることが当面続くと予測される中で、これまで

以上に人材不足は深刻となり、企業などでは人材の効率的な配置が求められるようになってきます。

そして何よりも、人口減少社会において経済規模を維持拡大していくためには、生産性を向上させ

ることが必要不可欠です。 

 

本書では、これらに的確に対応するためのキーワードとして、デジタル化とＤＸに主眼を置いて

論じてきました。人材不足に対応するためにも、ＡＩやＲＰＡを始めとしたＤＸの活用が、今後よ

り求められていきます。そして、コロナ禍以前から進んでいたグローバル化に対応することも必要

不可欠です。デジタル化の進展により、世界各地との時間的距離は皆無と言ってよいほどに縮小し

ていき、ビジネスチャンスも大きく広がっていくと考えられます。 

新型コロナは人々の生活に大きな影響を与え、変化をもたらし、本県経済にも大きな打撃を与え

ました。一方、東京都では調査開始以来初めて転出者数が転入者数を上回るなど、東京一極集中の

状況に変化が見られるなど、地方にとっては人口流出抑制のきっかけとなる可能性もあります。 

 これまで述べてきたとおり、デジタル化やＤＸはあくまで、それぞれが目指す姿を達成するため

の手段でしかありません。コロナ後を見据え、それに対応したビジネスモデルを構築し、その実現

に向けて行動する。今そのことが強く求められています。 

簡単なことではありませんが、この試練を乗り越えてこそ、未来が拓け、「選ばれる青森」が実現

することにつながるのです。 
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＜コラム5 新型コロナ禍での青森県製造業の足取りと更なる成長に向けた課題＞ 

 

                日本銀行 青森支店長 森本喜和 

青森県経済は、新型コロナ禍のもとでも、デジタル化や自動車の電動化など成長分野のグローバ

ル需要を取り込んだ製造業が牽引するかたちで、持ち直してきた。典型的な業種は、電子部品・デ

バイス製造業や電気機械製造業であり、特に電子部品・デバイス製造業では、新型コロナ禍をきっ

かけにオンラインでの経済活動が一気に浸透し、コンピュータや通信機器向けの需要が急増したこ

ともあり、生産水準は新型コロナ禍前を大きく上回っている。この間、昨年夏場以降は、供給制約

（半導体不足、東南アジアの感染拡大の影響による部品不足等）の影響により、自動車向けを中心

に水を差される局面もあったが、高水準は維持している。 

先行きについても、こうした需要の背景にあるデジタル化による利便性追求や脱炭素化の流れは

不可逆とみられる。このため、長期にわたって需要・生産の増加トレンドが続くと期待されている。 

製造業がグローバル需要を獲得しながら成長することは、人口減少に伴う「逆風」に直面する当

県経済にとって歓迎すべきことと言える。なぜか？ 

一般論として、人口減少に伴う需要・供給両面での縮小圧力を克服するには、海外需要の獲得や

革新的な製品・サービスによる新たな需要の創出により需要を確保すると同時に、生産性向上によ

り供給力を高めることが重要である。この点、製造業が成長分野のグローバル需要を獲得しながら

成長していけば、中長期的に需要を確保すると同時に、設備投資により生産性向上・供給力拡大を

もたらし、当県経済の課題解決につながることが期待できる。当面、インバウンド観光需要の回復

時期が見通せていないだけに、これはなおさら歓迎すべきことと言える。 

 なお、青森県経済にとって、農林水産業が重要であることは言うまでもないが、製造業について

も、県内の所得や雇用等への影響という観点からみて、重要な地位を占めていることには留意して

おきたい。すなわち、全国平均との対比でみると、当県の農林水産業のウェイトの高さは際立って

いるほか、全国トップクラスのブランド力を誇る品目も多い。一方、当県経済の中でみた場合には、

県内総生産に占める製造業等の第2次産業の割合は約2割程度と、第1次産業を大きく上回ってい

る。このため、製造業の成長は、当県経済全体にとって相応のプラス効果をもたらすと期待される。 

今後、当県の製造業が更に成長するには、課題もある。 

第一に、人材確保である。高成長を遂げている電気機械製造業等の多くからは、製造工程職や技

術職の不足感が強いとの声が聞かれている。これらの企業は中間サプライヤー(ＢtoＢ企業)であり、

ＢtoＣ企業に比べると就活生やその保護者等にとってそもそも認知度が低い可能性がある。まずは

関係者が連携して情報提供を拡充することで、地元の就活生等にとって県内就職先の選択肢が広が

ることが期待される。 

第二に、気候変動問題(脱炭素化)への対応である。成長分野を牽引している自動車メーカーやス

マホメーカーなどでは、気候変動問題への意識が高く、自社だけでなく、サプライチェーン全体で

の脱炭素化にいち早く取り組んでいる。このため、そうした先に部品を供給している当地の製造業

でも、再生エネルギーへの切り換えなど、脱炭素化の対応を着実に進めて行くことが重要になって

きている。 

今後、個々の企業努力と関係者間の連携により、こうした課題への対応が進み、当県の製造業が

更に発展することを期待したい。 
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